農地転用許可申請書記載上の留意事項

　　　　　　　　　　　　　＊　申請者が自書する場合は押印を省略できます。

１　当事者の住所等　・・・譲渡人は土地の登記事項証明書と一致

（１）氏名が一致しないとき　→　相続を証明する書面を添付
（相続関係図、戸籍謄本　等）
（２）住所が一致しないとき　→　戸籍の附票又は住所移転の経過が証明できる

住民票を添付
（３）当事者が法人の場合　→　法人の登記事項証明書と一致

（４）職業　→　できるだけ分かりやすく記入

①　自営業の場合：具体的な職種を記入
（例：建設業、食料品販売業、酒類販売業　等）

②　会社等の従業員の場合：「会社員」と記入

（例：建設業の会社に勤務している場合でも、「会社員」と記入）
③　公務員の場合：単に「公務員」と記入　（地方、国家の別は不要）

④　兼業農家の場合：「農業兼○○」と記入

ア　少しでも耕作している人は「農業兼○○」と記入

イ　農地を所有していても耕作していなければ「農業」とは記入しない。
　　　（例：会社員であれば、「会社員」と記入）

ウ　この欄の記載と「転用目的」の整合性に注意する。

（個人住宅、農家住宅等）

☆　「譲受人」「譲渡人」の文字は、賃貸借権設定の場合、「賃借人」「賃貸人」に、使用貸借権設定の場合、「使用借人」「使用貸人」又は「借受人」「貸付人」に訂正

※　使用貸借及び贈与の場合は、続柄等を申請書の「その他参考となるべき事項欄」に記入
２　許可を受けようとする土地の所在等　・・・土地の登記事項証明書に
基づき記入

（１）面積が一致しない場合　→　地籍測量図を添付（一筆の土地の一部の転用）

（２）現況地目　→　休耕地、荒廃地とは記入せず、休耕前の地目を記入
（３）利用状況　→　休耕地の場合は、休耕前（作付時）の状況を記入
（収穫高、耕作者欄も同様）
（４）１０ａ当たりの普通収穫高　→　同一地番内で多品目の作物を栽培している

ときは、主要な１品目について記入

（５）市街化区域（中略）区域の別　→　大田市内は「その他」と記入

（６）農地以外の土地も含めた事業計画のとき　
→　欄外に農地以外（宅地・雑種地・山林・原野等）の所在地番、地目、
面積を記入
 ３　転用計画

（１）転用目的・・・具体的な用途を記入（「転用目的の分類例」参照）

①　住宅の場合　→　（例）具体的に「農家住宅」、「個人住宅」と記入

（２）理由の詳細・・・申請地（位置・面積）を必要とする理由を記入

①　住宅の場合　→　（例）現在の住居、新築・増築の理由　等
②　植林の場合　→　（例）周囲の状況、植林の必要の理由　等
③　土地造成のみの場合（資材置場、駐車場、農作業場　等）

→　この欄は「別紙のとおり」とし、別紙「農地転用事業計画書」を添付

〔利用用途の詳細、位置選定の理由、事業内容、面積必要性等を記入〕
（この場合、「付近の被害防除施設の概要の欄」も「別紙のとおり」とする。）
※　申請地が第１種、第２種農地に該当する場合、代替性がないことの確認が

必要であるため、「申請地でなければ目的が達成できない理由」、「申請地

以外の土地の検討状況」等を記入する。
　　　　　なお、第２種農地の場合は、代替性がある場合でも不許可の例外（集落に

接続して設置される個人住宅等）に該当するものについては、許可できる

場合があるので、農業委員会事務局にお問い合わせください。

　　　　　農地区分については、農業委員会事務局にお問い合わせください。

（３）事業の操業期間又は施設の利用期間・・・原則特定の日を記入しない

①　恒久転用　→　「許可の日から永久」と記入
②　一時転用　→　「許可の日から○年間」又は「許可の日から○年○月○日」
と記入
③　追認案件　→　「○年○月○日（分かる範囲の事前着工日）から永久」

若しくは「○年○月○日（分かる範囲で事前着工日）

から○年間（一時転用の事前着工の場合）」
（４）転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要

①　工事期間　→　着工日：「許可の日」と記入
　　　　　　　　　　　完了日：許可日から造成期間、建築期間などを
勘案して、年月日を記入

　　　工期の目安

・建物及び施設を必要としないもの　→　１年以内

・建物及び施設を必要とするもの　　→　２～３年以内

・農用地区域内農地の一時転用　　　→　３年以内

　　　

〔注意事項〕
ア　追認案件　→　「第１期」に、実際の着工日から完了日を記入
（許可指令書においても、申請書記載のとおりの期間が記載される）
　　　※　埋立てのみ完了している追認案件の場合の例
→　「第１期」に実際に埋立てに着工した年月日から
完了した年月日を記入
「第２期」に「許可日から○年○月○日（建築等の完了
予定年月日）」と記入

記載例

　　　　　　　　　　　　第１期：平成２３年４月１日から平成２３年９月３０日」

　　　　　　　　　　　　第２期：許可日から平成２４年１２月３１日」

イ　「第１期」、「第２期」を分けて記入する場合
→　造成を完了してから期間をあけて建築にかかるような場合
造成後、期間をあけず引き続き建築にかかる場合は、「第１期」にまとめて記入

ウ　転用期間が３期以上になる案件については、別紙として実際の工期数を記入

エ　工期の終期については、若干の余裕をもって記入したほうがよい。
②　土地造成　→　事業の全面積（申請農地面積）を記入

　　　　　　　　　農地以外の土地を合わせて使用する場合、上段に申請農地面積、下段に農地以外の土地を含めた全体面積を（　）書きで記入、二段書きとする。
③　建築物　→　「個人住宅、倉庫、車庫など」を記入
　　　　　　　　　住宅と倉庫のように種類が異なる場合、それぞれの棟数と面積を記入する。（但し、縦計は合計棟数、面積を記入）
　　　　　　　　　まったく同じ用途、面積のものの場合、合計棟数、面積を記入する。

④　工作物　→　墓地の場合は「墓碑」又は「納骨堂」と記入

建築面積欄は、墓碑等部分の面積を記入する。

→　植林の場合は、「檜○本、杉○本」と記入

実際に申請地に植える木の種類と本数を記入
→　駐車場は工作物としない。

　　　　　　　　　　　　「土地造成」欄のみの記入となる。
４　権利を設定し又は移転しようとする契約の内容

（例）
	権利の種類
	設定移転の別
	時　期
	期　間
	その他

	所　有　権
	移　転
	許可の日
	永　久
	売買価格　等

	賃　借　権
	設　定
	許可の日
	○○年間
	賃借料　等

	使用貸借権
	設　定
	許可の日
	○○年間
	


　　　　※　賃借権設定の場合、必ず貸借期間（原則：上限２０年）を記入

　　　　※　使用貸借権設定で期間を定めない場合は、「定めない」と記入

　　　　　　
 ５　資金調達についての計画

　　（例１）　土地購入費　　○○円　　　自己資金　　　○○円

　　　　　　　土地造成費　　○○円　　　借入金　　　○○円（借入先）
　　　　　　　建　築　費　　○○円　　　補償費　　　○○円
　　　　　　　その他　　○○円　　　その他　　　○○円
合　　　計　　○○円　　　合　　計　　　○○円

　　
（例２）　植林の場合　・・・　苗木代、植林費（日当×日＝費用）

〔注意事項〕

ア　追認案件については、分かる範囲で当時の経費、調達方法を記入

イ　当時の金額等が不明な場合は、「当時の金額不明」と記入

　ウ　賃借料は経費として算入しない。（４の項目の「その他」への記入のみで可）
 ６　転用することによって生ずる付近の土地・作物・家畜等の被害防除施設の概要

　　　・・・周囲の土地の状況（地目、所有者等）を記入し、被害防除策の概要を
詳しく記入

　　　　　　排水（生活排水、雨水等）についての処理方法、処理経路を詳しく

記入
　（１）転用に伴う土砂の流出、堆積又は崩壊等に対する被害防除措置

　①　土地造成の有無

ア　盛土又は切土を行う場合の高さ　　　縦断図又は横断図を添付する
イ　法面の勾配の程度　　　　　　　　　場合は、記載不要
ウ　法面に対し擁壁を設置する場合の工法
（石積み・ブロック積み工・重力式　等）
エ　法面を保護する場合の工法（モルタル吹き付け・種子散布工　等）
（例）北側は市道、南側は申請者所有の宅地、東西は第三者の田である。東西の境界にはコンクリート擁壁、○○○○を施し、土砂の流出がないようにする。南北については、同じ高さまでの埋立てであり被害が出る恐れはないが、○○○○工事を施し、その後の管理にも注意する。

（２）排水についての計画・・・計画平面図に溜桝、排水路、流下先の水路（市道
側溝等）を記入
　　①　雨水（自然水）の排水

ア　雨水の排水方法（溜桝、調整池の設置　等）

イ　雨水の直接放流先（河川、農業用排水路　等）の処理方法も記入

　　
②　汚水の排水
　　　ア　汚水の発生の有無

　　　イ　汚水が発生する場合

　　　　・し尿、工場排水等の処理方法
（合併処理浄化槽、単独浄化槽、集落排水、汲み取り　等）

　　　　・生活雑排水の処理方法（合併処理浄化槽、溜桝、集落排水　等）

（例１）生活排水については、合併浄化槽を設置し既設排水路に流下する。

（例２）生活排水については、同意をとったうえで○○用水に流下する。

（例３）水の使用はないが、雨水等については既設排水路に流下する。

（３）周辺農地への日照、通風等に支障を及ぼさないための被害防除措置
　　・・・必要に応じて、下記について記入

①　転用申請地と隣接農地との位置関係

②　施設等と隣接農地の距離及び施設等の高さ

③　その他周辺農地の営農条件に支障を及ぼさないための措置
７　その他参考となるべき事項　・・・必要に応じて記入
　　〔主な記入項目〕

　・土地改良区について　→　土地改良区内か外かを記入

　　　　　　　　　　　　　　「内」の場合、同意書等添付の有無

・贈与の場合　→　譲渡人と譲受人との続柄を記入

・使用貸借権設定の場合　→　貸付人と借受人との続柄を記入
・関係他法令の状況等について

→　法令名、許認可日、申請受付日等を記入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

許可書の写し、申請書の写し（関係機関の受理済のもの）を添付
・該当する欄がないその他の必要な事項についてもこの欄に記入

　※　全体を通じての注意事項等

　　　　・上記説明の項目は、５条申請（権利移転・設定を伴う申請）に沿って記載しています。４条申請についても、若干表示の違い等はありますが、共通の項目についての内容は同様です。
・追認案件（違反転用の状態）の場合、「いつ」「どのような理由で」そのような状態になったのかを「顛末書」として提出してください。

　顛末書は、原則土地所有者と転用行為を行った者の連名で提出してください。（事情がある場合は、土地所有者のみ、転用行為を行った者のみで提出してもらうこともあります。）

　（内容は同様で構いませんが、写しでなく押印したものをお願いします。）
・許可するにあたり、必要に応じて上記記載内容以外にも記載を求めることがありますので、あらかじめご了承ください。

・上記説明は一般的な例ですので、個別の案件について不明な点がありましたら、農業委員会事務局にお問い合わせください。

　※　大田市においては、申請書を提出される前に「他法令の許認可見込審査表」により、市役所内の関係課の確認を受けていただきます。３０分程度時間がかかりますので、あらかじめご承知おきください。
　　　（この確認作業があるため、郵送による受付はいたしません。）
農地転用許可申請書の添付書類（一般的なもの）

※　用紙サイズは通常Ａ版が適当

申請地の土地登記事項証明書（法務局の認証があるもの１通）

・原則、相続、分筆、登記名義人の住所変更が終わっているもの

・やむを得ない場合は相続を証明する書類、地積測量図、戸籍の附票等を添付

位置図（１通）

・通常は１／25，000または１／50，000の地図の写し

・必ず縮尺の表示を記入

・おおよそ申請地を中心に写してあるとよい。
付近の見取図・案内図（１通）

・通常は住宅地図の写し

Ａ４サイズが適当ではあるが、農地区分の判断、現地確認に使用するため、申請地を中心にある程度広範囲のものがよい。（申請地付近を拡大しすぎたものは好ましくない。）
公図の写し（地籍図等）（法務局の認証があるもの１通）

・法務局の認証があるもの〔Ｈ１８．８．７　西部農林振興センターの統一見解〕

・必ず申請地の周囲の所有者、地目を記入（別紙：土地調書での対応も可）

計画平面図・縦横断図（１通）

・通常は１／１００から１／２００程度が適当

・必ず縮尺の表示を記入

・２筆以上にまたがる場合は筆の境界を記入

・建物等の位置（土地の境界からの距離）、寸法を記入
・農地以外も使用する場合はその筆も含めた図面とする。また、直接申請に関係しない場合でも、隣接地が密接に関係する施設等である場合はそこも含めた図面とする。
・隣接地との境界の被害防除施設を記入（擁壁、法面　等）

・排水経路を記入（申請地敷地内の水路、溜桝、道路側溝　等）
・縦横断図は必要に応じて添付
農地転用事業計画書（１通）
・土地造成のみ（駐車場、資材置場、宅地造成等、状況によっては進入路）の転用目的の場合に添付

・その他必要と認めた場合（個人であっても事業要素が強い時等）に添付
法人が事業計画者の場合（団体の場合、準用するものあり）

・法人登記事項証明書（法務局の認証があるもの１通）

・定款の写し（代表者の原本証明があるもの１通）

　・その他必要な書類の添付を求めることがある。
　
土地所有者の同意書（原本１通）

・所有権以外の権原に基づいて申請する場合

　耕作者の同意書（原本１通）

　・申請農地に地上権、永小作権、質権などに基づく耕作者がいる場合

他法令の許認可が必要な場合はその旨のわかる書類

・他法令の許認可書または許認可申請書の写し（受付印が押してあるもの）等を
添付（可能な範囲で１通）

・開発協議が必要な案件については、原則「開発協議通知書」の写しを添付（１通）
※平行して開発協議を行っている場合は、他法令等について目途が立っている
　　状況であること。
水利権者、漁業権者等の同意書（原本１通）

・排水を農業用水に流下する場合は同意書を添付

・直接流下しなくても影響があると認められる場合は添付を求めることがある。

　
資金調達を証明する書類（原本１通）

（預金残高証明書、融資（見込）証明書　等）
・全案件について添付が必要
　（平成２５年４月１日以降申請分から）
土地改良区の意見書（原本１通）

・申請書７欄に「土地改良区内」と記入した場合に添付

　抵当権者の同意書（原本１通）

　・申請地に抵当権が設定されている場合、抵当権が行使されたときに転用目的の実現に支障がある恐れがある場合に添付
※　審査上必要な場合、上記添付書類の他にも提出を求めることがありますので、あらかじめご了承ください。
そ　の　他　の　注　意　事　項　等
農地転用事業計画変更申請について

１　以前許可を受けた筆全体について、後の利用目的が明確になっていないと認められない。半分は利用するが半分は利用しないという場合は、利用しない部分は農地に回復して利用する等の方法を検討する。

２　変更が必要な案件については、許可申請時点での計画の確実性が欠けていたと判断される。したがって、変更後は確実に転用実行することが絶対条件となるので、変更後再度変更申請が提出されることがないように注意する。（やむを得ない事情がある場合は、農業委員会に相談してください。）
３　当初計画者が内容のみを変更する場合は、変更申請のみでよい。

４　内容に関わらず転用事業者が変わる場合は、変更申請承認後、５条許可を受ける必要がある。通常のその場合は同時に申請を受け付ける。変更申請の内容と５条許可申請の内容は同一なので、添付書類は省略してもよい。（一式で可）
同一事業に係る申請形態について

　１　転用事業が１つで所有者が複数いる場合（５条）、１件の申請とする。人数の
関係で申請書の欄が不足する場合、別紙にて対応する。

２　但し、権利の種類が異なる場合（所有権移転、賃借権設定等）、４条と５条で合わせて１つの事業を行う場合は、それぞれの申請とする。

　
３　上記のように、同一事業で複数の申請をする場合の転用目的については、同一
の記載とする。
（例えば）所有権移転部分には建物が建つので「個人住宅」、賃借権設定部分は駐車スペースのみであるため「駐車場」というように分けずに、２件とも「個人住宅」とすること。これは、駐車場、車庫、倉庫、進入路等は、住宅の付帯施設として個人住宅に含めて考えているためである。

　　　　　
　転用事業を共有者で行う場合の申請形態について

　１　個人と共有者の５条申請とする。（元々共有の所有農地をその共有者が転用す
　　　る場合は４条となる。）　

Ａ　→　ＢＣ：５条許可申請
ＡＢ　→　ＡＢ：４条許可申請
２　共有者である転用事業者の１人が所有者である場合でも、個人と共有者の５条申請とする。
（例えば）持分２分の１を、所有者と共有者の所有者を除く１人の５条としない。（権利の移転・設定に関してはこれで対応可能かもしれないが、転用行為の許可について全体にされていないことになるため。）
　　　Ａ　→　ＡＢ：５条許可申請
　　　　　　　　　　　　Ａ　→　　Ｂ：（持分２分の１）５条許可申請としない
※　Ａの４条部分の許可を受けていないことになる

住宅の面積の考え方について

１　個人住宅は５００㎡以下、農家住宅は１，０００㎡以下という目安があるが、面積のみを理由に不許可にすることはない。この面積の目安の中には、付帯施設（車庫、倉庫、進入路等）も含めて考える。
但し、目安の面積を超える場合は、必要性、有効利用面積（法面等を除く面積）等を具体的に記入する。

　
墓地申請に係る分筆等について

１　農地の真ん中付近を分筆した際に、進入路が確保されていない場合がある。工事中、完了後において許可されていない部分を農地以外に利用していることになるので、進入路を含めて分筆、許可申請すること。

「農地転用工事進捗状況・工事完了報告書」の提出の徹底について

１　許可後３ヶ月、１年、２年目（以降１年毎に）には「農地転用工事進捗状況報告書」を、工事完了次第「農地転用工事完了報告書」を提出すること。

２　許可を取消ししていない旨の証明が必要な場合には、原則として「農地転用工事完了報告書」の提出があった案件についてのみ対応する。
この場合、許可内容と転用事実が違う案件についての証明書交付はできない。（変更申請が必要となる可能性がある）

３　完了報告未提出者（完了予定を過ぎている場合）から別件の転用申請がなされた場合、転用の確実性という点で影響する場合がある。
転用完了後の地目変更について

１　転用完了後には、法務局にて地目変更登記をするのが原則である。この手続きをしないと登記上農地のままとなっているため、過去の経過が分からない状況になった場合、手続きが煩雑になる可能性がある。

分筆登記、相続登記が完了してない農地の申請について

　１　原則として、登記完了後に受付する。

　
２　単純に、手続きが煩雑である、費用がかかる等の理由で登記が完了していない
というのは理由にならない。

　
３　受付する場合、地積測量図等（分筆関係）、相続関係図、戸籍謄本、遺産分割
協議書（相続関係）等、申請地、申請者を特定できる書類が必要となる。通常
は、これらの書類が揃っていれば登記できる場合が多いので、登記完了後の申
請をお願いする。

４　登記完了前の状態で許可を受けた場合、許可書の記載内容と後の登記内容（部分許可の面積等）に相違があると、法務局での受付に影響する可能性があるので、十分注意する。

地元農業委員との調整について

・周囲の土地への影響、排水問題（農業、生活）等、地元での調査により許可相当
であるか否かを決定することになるので、申請地の属する地区の担当農業委員と
事前に調整することが好ましい。

★　その他、全体を通じて不明な点は、農業委員会事務局にお問い合わせいただくようお願いいたします。

